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業務委託仕様書 

１ 件  名   

磐田市立豊岡学校給食センター給食調理等業務委託 

２ 委託期間   

令和７年９月１日から令和 12年７月 31日までとする。 

準備期間：令和７年８月１日～令和７年８月 31日 

３ 目  的 

  磐田市立豊岡学校給食センターにおける学校給食を安全かつ衛生的及び安定的に実施するこ

とにより、磐田市における学校給食の円滑な運営に資することを目的とする。 

４ 対象及び食数 

磐田市立豊岡学校給食センター(以下｢給食センター｣という)より供給する幼稚園・こども

園・小学校・中学校の園児・児童・生徒及び教職員等とし、食数は「豊岡学校給食センター配

食先学校別食数、クラス別数及びコンテナ数」を参考とすること。  

なお、委託期間内に幼稚園・こども園分の給食提供がなくなる可能性がある。  

５ 業務時間   

原則として、午前７時から午後５時までとする。 

ただし、長期休業中を含め必要に応じ、給食センター長と協議し変更することができるもの

とする。 

６ 調理業務等の作業基準 

調理等の各業務は、「磐田市立豊岡学校給食センター衛生管理マニュアル」、磐田市学校給食

課「ノロウイルス対応マニュアル」「磐田市アレルギー対応の手引き」、文部科学省「学校給食

衛生管理基準」「調理場における洗浄・消毒マニュアル PartⅠ・Ⅱ」「学校給食調理場における

手洗いマニュアル」、「調理場における衛生管理＆調理技術マニュアル」、「学校給食調理従事者

研修マニュアル」、厚生労働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」等を遵守の上、作業を行う

こと。また、改正があった場合は、改正後を遵守すること。 

７ 業務内容 

 食材の検収 

食材の検収は、必ず２人以上の職員で納入業者立会いのもと、納品伝票の確認、検収簿の

記録、食材の格納、保存食採取、保存食記録票等の記録を行う。なお、納入された食材は、

専用容器に移し替え、適切に保管、管理及び調理する。不足や不良品等がある場合は、速や

かに給食センターにも報告し、指示を仰ぐこと。 

 調理業務 

① 給食センターが作成する「予定献立表」、「調理室手配表」等に従い、作業工程表及び作
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業動線図を作成し、給食センターが提供する食材を使用して調理すること。調理方法につ

いては、当該献立の前日までに栄養教諭等と業務責任者が打合せを行うこと。 

② 給食センターから給食の調味等について、手直しの指示があった場合は、これに応じる

こと。 

③ 食品の保存食採取及び保管をすること。 

④ 通常の調理業務のほか、食物アレルギーの園児・児童・生徒に対し、除去食等の調理を

行うこと。 

⑤ 給食の調理、配缶は、調理後２時間以内の喫食に対応できるよう努めること。 

 検食業務 

給食センターにおける検食担当職員用の検食の配膳を行うこと。 

 配缶及びコンテナ収納業務 

① その日の給食を配缶し、配送用コンテナに収納及び配送口まで運ぶこと。 

② 配送した給食に不足があった場合は、原則、受託者が対応すること。 

 食器具、食缶、調理器具等の洗浄・消毒・保管業務 

食器具、食缶、調理器具・コンテナ等を点検の上、洗浄・消毒・保管及び点検を行うこと。

なお、食器等は必要に応じて漂白または手洗い作業とすること。  

 施設・設備機器等の維持管理と清掃及び日常点検業務 

① 残菜及び廃棄物処理業務 

ア 各種業務で排出された廃棄物は給食センターの指示により分別、所定の場所に搬出分

別処理し、保管すること。 

イ 給食の残菜は、給食センターの指示により計量、記録し、所定の場所に保管すること。 

ウ 容器等は清潔に保つこと。 

② 施設、設備の維持管理、清掃業務 

ア 施設、設備、器具等を日常業務に支障がないよう衛生的に維持管理し、日常点検表を

作成、記録すること。（「学校給食衛生管理基準」に準じ「施設・設備日常点検項目」に

基づき実施すること。） 

イ 施設、設備、器具等を定期または臨時に衛生・管理検査を行い、記録、報告すること。 

ウ 施設の施錠等の管理を、給食センターとともに行うこと。 

エ 給食センター敷地内の日常清掃を行うこと。 

  ③ 廃油の処理 

    揚げ物の廃油はリサイクルするため、給食センターの指示に従うこと。 

 ボイラー等の日常運転及び点検業務 

ボイラー等の日常運転及び点検を行い、点検結果を給食センターへ報告すること。 
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 その他教育委員会が必要とする業務 

８ 業務の指示 

   調理業務は給食センターの指示によって行う。指示区分は次のとおりとすること。 

指示区分 指 示 内 容 指 示 日 様式番号 

年単位 学校給食実施計画表 年度当初 様式 １ 

月単位 給食予定献立表 前月２５日前後 様式 ２ 

日単位 日別食数表 給食日２日前 様式 ３ 

日単位 調理室手配表 前月２５日前後 様式 ４ 

９ 作業基準 

  調理業務は、「磐田市立豊岡学校給食センター衛生管理マニュアル」に従って行うこと。 

10 業務従事者及び業務責任者の配置 

 業務従事者配置基準 

① 業務実施にあたっては、以下の者を配置すること。 

② 常勤で配置された者が長期間出勤不可となった場合、代務者を補充すること。 

③ 業務責任者と常に連絡が取れる体制をとること。 

④ 業務副責任者、アレルギー対応調理責任者及び衛生管理責任者は、それぞれ兼ねること 

ができる。ただし、３つ全ての業務を兼ねることはできない。 

  ⑤ 設備管理責任者が不在となった場合に備え、従業員に小型ボイラー特別教育を受講させ

るよう努めること。 

職 種 条      件      等 

業務責任者 

管理栄養士、栄養士、調理師いずれかの資格（免許）を有し、学校給食センタ

ー（２千食程度）業務の経験があり、学校給食業務に３年以上従事した経験が

ある者で常勤の正規従業員とする。 

業務副責任者 
管理栄養士、栄養士、調理師いずれかの資格（免許）を有し、学校給食業務に 

３年以上従事した経験がある者で常勤の正規従業員とする。 

アレルギー対応

調理責任者 

管理栄養士または栄養士の資格（免許）を有し、集団給食に３年以上従事した

経験がある者で、常勤の正規従業員とする。 

衛生管理責任者 
管理栄養士または栄養士の資格（免許）を有し、学校給食業務に３年以上従事

した経験がある者で、常勤の正規従業員とする。 

設備管理責任者 
二級ボイラー技士の資格者または、小型ボイラー特別教育を受講した者で、常勤

とする。 
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調理主任 
管理栄養士、栄養士または調理師の資格（免許）を有し、学校給食業務の経験

を有する者。 

調理業務従事者 調理・洗浄業務に必要な人員 

 業務従事者の届出 

業務従事者については、業務を開始する３週間前までに「業務従事者報告書」を教育委員

会に届出を行うこと。併せて、資格がある者については資格証の写しを、小型ボイラー特別

教育を受講した者については受講証明書を提出すること。 

 業務従事者の変更 

業務従事者に変更が生じた場合は、「業務従事者変更報告書」により、変更する１週間前ま

でに報告し、教育委員会に届出を行うこと。 

11 施設・設備・器具等の使用 

 施設、設備、器具等の使用 

調理業務等は、給食センターの施設、設備、器具等を使用して行うこと。 

目的外の利用は、一切禁止とする。 

 設備、器具の内容 

設備、器具等については、「備品一覧表」のとおりとする。 

 施設、設備、器具等に故障や破損が生じた場合は、教育委員会に報告し、指示に従うこと。 

ただし、受託者の責に帰すべき理由による場合については、受託者がその責を負うこと。 

 消耗品等の調達 

消耗品一覧（別表１）に記載されている用品については、受託者が負担し用意すること。 

 調理場を退出する時には、窓、扉等の施錠、消灯、ガス栓等の閉止及び各設備機器類の停 

止を確認し退出すること。 

12 安全・衛生管理 

「学校給食衛生管理基準」、「大量調理施設衛生管理マニュアル」、「磐田市立豊岡学校給食セン

ター衛生管理マニュアル」、給食センターの指示書及び資料等による指示、その他関係法令及び

通知文等を遵守すること。 

施設、設備、器具等は常に安全・衛生管理の徹底を図り、「施設・設備日常点検項目」により

管理・記録をするとともに、給食センター長に報告し、記録を保管すること。 

 衛生管理責任者の設置と任務 

受託者は衛生管理責任者を置き、その任に当たらせること。 

衛生管理責任者は、関係法令に基づき食品の衛生管理に留意するとともに、給食調理、配
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缶、運搬等の業務が常に衛生的に行われるよう衛生管理の徹底を図り、業務従事者の衛生教

育、指導に努めること。 

 業務従事者の衛生管理 

① 業務従事者の健康診断 

ア 業務従事者の健康診断を定期的に行うほか、常に業務従事者の健康状態に注意し、異常

を認めた場合は、速やかに受診させること。 

イ 業務従事者の健康診断の結果については、「定期健康診断結果報告書」により教育委員

会に報告すること。 

② 業務従事者の保菌検査（検便） 

ア 業務従事者は、月２回の保菌検査を行い、「保菌検査（検便）報告書」により、給食セ

ンターを経由し、教育委員会に報告すること。 

イ 検査項目は、赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌（Ｏ－１５７）の３項目以上

とすること。 

ウ 10 月から３月の間は月に１回以上、ノロウイルス検査を実施すること。それ以外でも必

要に応じ、ノロウイルス検査を実施すること。 

③ 業務従事者の健康管理 

ア 上記①、②の検査結果、下痢症状、発熱、咳、嘔吐、腹痛、外傷、感染伝染性疾患で 

食品の衛生管理上支障のある者を業務に従事させてはならない。 

イ 「給食従事者健康管理点検表」により、報告すること。 

また、同居する家族等のうち「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律」における、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ類感染症の者、または、その疑いのある者及び無症状病原体保

有者等を業務に従事させてはならない。 

 施設・設備・器具等の管理 

設備、調理機械等については、取り扱い方法を従事者に熟知させるとともに、設備機器メ

ーカーの指示に基づき、安全衛生面に考慮し、常に点検し良好な状態に管理すること。 

施設、設備の安全・衛生管理状況については、「設備点検記録表」により報告すること。 

 立ち入り検査、調査等の実施 

保健所等の検査機関による検査が行われる場合や教育委員会等による施設、設備、衛生等

の調査、その他必要の都度行う調査、検査については給食センターと協力して対応すること。 

 定例会議等の開催 

① 円滑な学校給食の運営を図るため、必要に応じ、受託者と給食センター長等で打ち合わ 

せを行うこと。 

② 調理作業計画をたてるため、給食センター長が提示する献立について、毎月、栄養教諭 
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等及び業務責任者等による定例会議を行うこと。   

13 研修及び衛生・作業マニュアルの作成 

 研修 

受託者は、学校給食の目標を十分に踏まえ、衛生管理及び調理、食品の取り扱い等が適正 

かつ円滑に実施ができるように、業務従事者に対して、研修を計画的に実施し、安全、衛生

意識の高揚と資質の向上を図るよう努めるとともに、研修計画及び実施報告書及び研修資料

等を添付し提出すること。 

受託者は、給食センターが必要と認めた場合には、給食センターまたは、第三者が実施す

る研修等に従事者を参加させること。 

また、良好な職場の人事管理に努めること。 

 衛生・作業マニュアルの作成 

① 本施設に対応した衛生・作業マニュアル、危機管理（事故対応）マニュアルを業務区分

ごとに作成し、業務開始の３週間前までに教育委員会に提出し、承認を得ること。 

② マニュアルを変更する場合は、給食センター長と協議し、教育委員会の承認を得ること。 

14 経費の節減 

受託者は、適正な調理業務が実施できるように、経費の節減に努めること。 

特に、電気、ガス、水道の不必要な使用を避けるとともに、故障の原因にならないように設

備、調理機械の正しい取り扱い操作方法や食器、器具の丁寧な取り扱い方等設備、備品の維持

管理について留意すること。 

15 報告 

受託者が提出すべき報告書等は以下のとおりとする。報告書等の書式は給食センターと協議

の上決定する。また、２部作成のものは、給食センターを経由し、教育委員会に提出すること。 

 報 告 書 の 種 類 提 出 期 限 提 出 先 提出部

数

１ 業務従事者報告書 
業務開始３週間前まで 

（資格証の写しを添付） 
教育委員会 ２ 

２ 業務従事者変更報告書 
変更の１週間前まで 

（資格証の写しを添付） 
教育委員会 ２ 

３ 衛生・作業マニュアル 業務開始３週間前まで 教育委員会 ２ 

４ 危機管理（事故対応）マニュアル 業務開始３週間前まで 教育委員会 ２ 

５ 連絡組織体制表 業務開始３週間前まで 教育委員会 ２ 

６ 緊急連絡網 
業務開始３週間前まで 

及び変更の都度 
教育委員会 ２ 
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７ 委託業務完了届 

翌月７日 

ただし、３月分は 

３月 31 日付で提出 

教育委員会 ２ 

８ 定期健康診断結果報告書 実施後速やかに 教育委員会 １ 

９ 保菌検査（検便）報告書 
検査当月分（２回分）を

月末までに提出 
教育委員会 ２ 

10 研修実施計画書 年度初め 教育委員会 １ 

11 研修実施報告書 実施後速やかに 教育委員会 １ 

12 調理業務記録表 毎日 給食ｾﾝﾀｰ １ 

13 給食従事者健康管理点検表 毎日 給食ｾﾝﾀｰ １ 

14 学校給食日常点検票 毎日 給食ｾﾝﾀｰ １ 

15 設備点検記録表 毎週 給食ｾﾝﾀｰ １ 

16 受託者の危機管理体制 

 事故等の対応 

① 事故等に対応するための危機管理（事故対応）マニュアル及び連絡組織体制表を作成し、 

教育委員会に報告すること。 

② 危機管理（事故対応）マニュアルに沿った対応が可能な体制づくりをしておくこと。 

③ 不測の事態への協力 

給食の提供ができない等の不測の事態が発生した場合には、調理業務の確保について協

力すること。 

 地震、災害の対応 

① 給食センターは、磐田市地域防災計画における食料供給施設として位置付けられている 

ため、災害等緊急時には、磐田市の指示に従い、炊き出し及びその他の食料供給に協力す 

ること。 

② 磐田市が開催する災害等緊急時を想定した訓練にも参加、協力すること。 

 非常用備蓄食品 

災害時給食提供時にトラブルが発生した時に備え、約 1,100 食分の非常用備蓄食品を受託

者の責任において保管すること。非常用備蓄食品の購入にかかる費用は受託者の負担とする。

購入後、受託者の瑕疵または過失により非常用備蓄食品を提供した場合、また保存期限の到

達に伴い再補充する場合は受託者の負担で使用分を補充すること。 

   市の瑕疵または過失により給食提供で使用した場合は市の負担で補充する。 

17 その他 

 疑義等が生じた場合は給食センターまたは教育委員会と協議し、委託業務に支障のないよ 
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 うにすること。 

 教育実習生や職場体験生等の受け入れに協力すること。 

 給食に関する指導・行事等に協力すること。 

 地産地消の推進に協力すること。 

 受託者の瑕疵または過失により、食材の廃棄や物品の損傷などが発生した場合、その購入  

 や修繕等に係る費用は受託者が負担すること。 

 受託業者が変わった場合には、業務の引継ぎに協力し、給食の提供に支障のないようにす 

ること。 

 委託期間満了後には、受託者の責任で施設・設備・機器等を現状復帰させるとともに鍵等 

の借用物も市に返却すること。 

 本仕様書に記載されていない事項については、甲乙誠意をもって協議し、決定するものと 

する。 


































